
　　■定員削減の目標

一般行政部門の職員を中心に、約２０％に相当する

１０００人を削減

　　■対象期間

１０年間　（H15年4月1日～H24年4月1日）

　　■対象部門

・ 一般行政部門

・ 教育部門 （教員・市町村立学校事務職員を除く）

・ 警察部門 （警察官等を除く）

　・・・１０００人削減対象

Ｈ１４．４．１現在　５，０９５人

Ｈ１９．４．１現在　４，５８４人（▲５１１人、▲１０．０％）
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１０００人の定員削減計画の概要


